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研究制度の評価結果について

１．評価の概要

平成１６年度で終了した３つの研究制度（ バイオテクノロジ「

ー先端技術シーズ培養研究 「農林水産業・食品産業等先端産」、

業技術開発事業 「都道府県農林水産業関係試験研究の助成事」、

業 ）について、事後評価を行った。」

２．評価実施の経過

平成１８年３月１３日開催の評価専門委員会において評価結果

案を決定した。

３．評価結果

事後評価を行った３つの研究制度のうち、バイオテクノロジー

先端技術シーズ培養研究については「予想を上回る成果を上げ

た 、農林水産業・食品産業等先端産業技術開発事業及び都道府」

県農林水産業関係試験研究の助成については「当初の目標をほぼ

達成した」と評価される。

（ （ ） ）具体的な評価結果 案 及びそれに対する反映方針案は別紙参照



総括評価 評価コメント
バイオテクノロジー先端技術シー
ズ培養研究

１

　必要性、効率性、有効性の観点から評価した結果、本研究
制度は、予想以上の成果をあげたと判断される。
　農林水産省として研究分野を設定し、特に大学の若手研究
者を支援し続けてきた意義は深い。
　本制度は平成16年度で競争的資金へと発展的に移行するこ
ととしたが、本制度が果たしてきた、農林水産分野の技術
シーズを培養する基礎研究や若手研究者の支援・育成につい
ては、引き続きこのような研究制度の更なる充実を考えてい
くうえで重要である。

　技術シーズを培養する基礎研究については、独立
行政法人、大学、民間等を対象にした提案公募型の
制度「新技術・新分野創出のための基礎研究推進事
業」により実施し、特に若手研究者の支援・育成に
ついては、この事業の「若手研究者支援型（３９歳
以下の若手研究者が対象）」において引き続き実施
していく。

農林水産業・食品産業等先端産業
技術開発事業

２

　必要性、効率性、有効性の観点から評価した結果、本研究
制度は当初の目的をほぼ達成したと判断される。
　なお、本制度は平成16年度で終了するが、今後も研究実施
主体を公募する等の競争的な制度の下で、民間の研究開発能
力を活用した研究開発の推進は必要であると考えられる。
　また、実用化研究等については、今後、研究成果の普及・
活用状況とそれが農林水産・食品産業に及ぼした影響をフォ
ローアップする仕組みが必要である。

　民間の研究開発能力を活用した研究開発の推進に
ついては、平成１７年度は、競争的研究資金の「民
間結集型アグリビジネス創出技術開発事業」及び
「地域食料産業等再生のための研究開発等支援事
業」、平成１８年度は「産学官連携による食料産業
等活性化のための新技術開発事業」において、引き
続き実施していく。
　また、農林水産研究の研究成果の普及状況等につ
いての追跡調査を来年度から実施する。

都道府県農林水産業関係試験研究
の助成

２

　必要性、効率性、有効性の観点から評価した結果、本研究
制度は当初の目的をほぼ達成したと判断される。
　なお、本制度は平成16年度で終了するが、今後も競争的な
制度の下で、都道府県の研究開発能力を活用した研究開発の
推進は必要であると考えられる。
　また、本制度では、研究課題が独立行政法人の成果等に限
定されていたが、地域の研究ポテンシャルも向上しているこ
とから、今後、このような制度を検討する際には、都道府県
の研究シーズ等も対象に加えることができるような自由度の
ある制度とすべきである。
　実用化研究等については、今後、研究成果の普及・活用状
況とそれが農林水産・食品産業に及ぼした影響をフォロー
アップする仕組みが必要である。

　都道府県の研究開発能力を活用した研究開発につ
いては、競争的研究資金の「先端技術を活用した農
林水産研究高度化事業」において、研究内容にも幅
を持たせ、引き続き実施していく。
　また、農林水産研究の研究成果の普及状況等につ
いての追跡調査を来年度から実施する。

研究制度の事後評価結果（案）及び反映方針（案）

総括評価の基準：　１予想以上の成果を上げた。　２当初の目的をほぼ達成した。　３目的の達成を不十分であった。

研究制度 評価結果 反映方針
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